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．はじめに
この小論は、独立行政法人国際交流基金におい
て２００５年以後新たに開始された「国際文化交流機
関の評価手法開発研究」の諸成果を、とくにそこ
で採用された諸方法のレビューというところに焦
点を当てて紹介するものである。ここで、「新た
に開始された」という表現をとったが、それは、
国際交流基金では、すでに２００３年から２００５年にか
けて、桜美林大学総合研究開発機構と「事業評
価」に関する共同研究を実施し、その成果を『国
際交流基金国別評価に関する共同研究報告書』と
『提言』（２００５年）にまとめており、われわれの共
同研究がこれらを踏まえて「評価手法開発研究」
を「評価調査」の実施という形で発展させたとい
う経緯があるからである。そして、この小論が、
国際文化交流事業の評価をめぐる「業務報告」と
いう性格のものではなく、「学術論文」として位
置づけられる所以は、まさにこの「評価手法」の
１つとして「評価調査」という方法を取り入れた
というところにある。それは、いうまでもなく、
社会科学が文字どおり実証的な科学として成立す
る た め の 要 件 の１つ が「社 会 調 査（social
research）」であり（福武直『社会調査』岩波全
書、１９５８年）、「評価調査」がこのような社会調査
の研究領域においてすでに市民権を獲得している
――「評価調査の歴史は１９３０年代にまでさかのぼ
ることができるが、６０年代以降のアメリカにおい
て本格的に展開されるようになった」（平岡公一
「評価調査」『新社会学辞典』、有斐閣、１９９３年、
p.１２２７）――からにほかならない。この点につ
いては、G. Payneと J. Payne、高坂健次ほか訳
『ソーシャルリサーチ』新曜社、２００８年、pp.８３―
８８、W. L. Neuman, Social Research Methods:
Qualitative and Quantitative Approaches, Allyn
and Bacon,２００３, E. Babbie, The Practice of Social
Research［Third Edition］, Wadworth Publishing
Company, １９８３, pp.３０４―３２７, などを参照された
い。
われわれの評価手法開発研究の基本的な方法論
的な立場は、すでに１９７０年代に提唱された「方法
論的多元主義（methodological pluralism）」とい
う考え方である。それは、ある特定の方法の優位
性を「国際文化交流機関の評価」という具体的な
テーマをとおして例証するというのではなく、む
しろこのような具体的なテーマについての実証的
な探究をより実りあるものとするために、可能な
かぎりさまざまな方法を援用していこうとする立
場ということができる。ここで「より実りあるも
のとする」という表現を用いたが、それは
「cumulative knowledgeの蓄積」ということを示
唆しているのであり、単に相互にバラバラな諸知
見の寄せ集めということを意味しているのではな
い。この点については、つぎの文献の考え方と軌
を一にしている。
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．研究の諸方法
１．今回の評価手法開発研究で用いた諸方法に
ついての全体像をスケッチしようとするならば、
やはりそのための指標ともいうべきものが必要と
なる。この考え方は、辻清明の名著『政治を考え
る指標』（岩波新書、１９６０年）を踏まえたもので
ある。辻清明によれば、このような指標は、「あ
たかも乱視の人が度のあった眼鏡をかけることに
よって、今まで二重写しに映っていた遠方の電信
柱を、はっきりと一本に見わけることができるの
と同じ効果をあたえる」（p.１）ものと期待され
るのである。
以下においては、そのような指標の役割を果た
すものとして、M. Duvergerの『社会科学の諸方
法』（深瀬忠一、樋口陽一訳、勁草書房、１９６８年）
の分類法を利用することにする。
２．ここでは、評価手法開発研究の方法論的立
場を「方法論的多元主義の立場」と性格づけた
――G. Payneと J. Payneによれば、「方法論的多
元主義は全体としての研究成果を指しているので
あって、個々人の方法の多元性（この場合は
multimethod approachという）のことをいって
いるのではない」という（前掲訳書、p.１６４、p.
１９８）――が、それは単にさまざまな実証的研究
の方法を機械的に援用するということではない。
それは、これまでのこの研究領域における先行研
究の諸成果・諸知見を踏まえた上で、そこにおけ
る未開拓の領域に踏み込むことを可能にする諸方
法を選択的に採用するということである。そし
て、先行研究における未開拓の領域というのは、
別の視点からいえば、これまでの先行研究におけ
る問題点ということもできる。この点について
は、のちに詳細に述べる。
３．研究テーマは「国際文化交流機関の評価手
法開発研究」であるが、いうまでもなくここで取
りあげる「国際文化交流機関」は「国際交流基
金」である。そこで、まず、国際交流基金の「評
価」という人びとの活動――「評価」とは「行為、
行為の産出物、および行為者に対する価値判断」
であり、「日常生活のあらゆる場面で見られる行
為」として定義される（藤田英典「評価」『新社
会学辞典』１９９３年、p.１２２６）――をどのように
観察するかが問われることになる。Duvergerに
よれば、「社会科学の諸方法」は、（１）観察の方
法と、（２）観察によって得られたデータの分析
の方法、に大別される。
（１）は、さらに①社会現象（評価という人間
活動の現象）がその上に痕を残したところの諸資
料を分析する方法と、②社会現象（人びとが行な
う評価という活動）を直接に観察する方法、に分
けられる。具体的にいうならば、①には国際交流
基金の活動の評価について書かれた本・雑誌・新
聞記事などの「内容分析（content analysis）」や
「テキスト分析（text analysis）」が入る。今回の
われわれの評価手法開発研究においては、このよ
うな「観察の方法」は採用されなかった。今後の
課題の１つといえよう。つぎに②には、いわゆる
大量観察的な「調査票（質問紙）調査」という
「エクステンシヴな観察」と、「インタビュー（自
由面接調査）」という「インテンシヴな観察」が
ある。われわれの評価手法開発研究では、この２
つの観察の方法が採用された。
４．つぎに、（Ⅱ）の「観察によって得られた
データの分析の方法」が問われることになる。こ
の方法もつぎの２つに分けられる。①「仮説検証
的 デ ー タ 解 析（hypothesis verification data
analysis）」という方法と、②「探索的データ解析
（exploratory data analysis）」という方法、がそれ
である。われわれの評価手法開発研究では、この
両方の方法を試みた。
②の方法については、F. Hartwigと B. E. Dearing、
柳井晴夫、高木廣文訳『探索的データ解析の方
法』朝倉書房、１９８１年、の「訳者あとがき」が参
考になる。かれらは、本書の探索的手法の多くが
１９７７年に出版された J. W. Turkeyの Exploratory
Data Analysis（Addison―Wesley）によるところが
大であるとした上で、この手法の重要性をつぎの
ように説明している。「電子計算機のハードウェ
アおよびソフトウェアの著しい発展によって、一
見データ解析はきわめて容易なものとなってき
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た。SPSSなどのプログラムパッケージの普及に
より、研究者は出力されたおびただしいまでの計
算結果の山に囲まれ、満足しきった表情になるこ
とが少なくない。このような研究者のとる態度が
望ましくないのは、もはや自明であろう。ピアソ
ンの相関係数がほぼゼロであったとしても、二変
数間に一切の関係が存在しないことを意味しな
い。散布図上の各点が U字型に分布して、いわ
ゆる曲線相関をもつ場合もあるし、個体が散布図
上で二つのグループに分離されており、一方のグ
ループで正相関、他方のグループで負相関をもつ
ことによって全体的に相関が打消されていること
もある」（p.１１５）。このような場合、われわれの
データ解析で導入した L. Guttmanの考案した
「Median Regression Analysis（中央値回帰分
析）」という手法が大きな意味をもつことにな
る。このような議論を踏まえて、筆者は、かつ
て、「従来からの仮説検証型分析」と「新しく提
案された探索型分析」を区別した（真鍋一史
「〈講演〉世論研究の系譜・現状・課題」『日本世
論調査協会報』第８５号、２０００年）。
因みに、近年、このようなデータ解析の分類法
とは別に、さらに「データマイニング」という用
語が使われることが多くなってきた。このこと
は、とくにマーケティングや経営学の領域におい
て顕著である。例えば、ビル・ゲイツ（Bill Gates）
は『思考スピードの経営』（大原進訳、日本経済
新聞社、２０００年）において、「データマイニング」
に２章を割いて、詳細に解説している。ビル・ゲ
イツによれば、「ソフトウェアのアルゴリズムを
使って大量のデータから有益なパターンを見つけ
出すことをデータマイニングと呼ぶ」のである
（上田太一郎『Excelでできるデータマイニング
入門』同友館、２００１年、p.１）。われわれの評価
手法開発研究においては、広い意味での「データ
マイニング」の考え方を、国際交流基金の事業評
価調査の自由回答型の設問データの分析に応用し
た。このような研究領域におけるデータマイニン
グの意義については、つぎのような指摘がなされ
ている。「一般に、コンピュータによるデータマ
イニングの意義として、人間の能力では処理しき
れない大量のテキストデータを一挙に処理・分析
できるという点があげられる。しかし、その利点
は必ずしもそういった量的側面にのみあるのでは
なく、（中略）言説の傾向を堀り出し、その言説
がもつ志向性を明確にしていくことができる点に
あるように思われる」（寺岡伸悟・川端亮「都市
消費者の志向性把握のために――探索的テキスト
型データ解析の適用可能性――」『甲南女子大学
研究紀要』第４０号、２００４年、p.７９）。
５．大量観察的な「調査票（質問紙）調査」の
結果の「データの分析」の方法としては、さまざ
まなものが開発されてきている。それらは、①
データの「種類」、②データの「研究法」、③デー
タの「解析法」、によって３つの異なる分類の仕
方がとられる。
（１）データの「種類」による分類
①定型データの分析
②非定型データの分析
（２）データの「研究法」による分類
①記述分析
②条件分析
③構造分析
④変容分析
（３）データの「解析法」による分類
①単純集計
②クロス集計
③回帰分析
④相関分析
⑤多変量解析
ここで、（１）の分類法は、川端亮『社会調査
における非定型データ分析新システムの開発（平
成１３年度～１５年度科学研究費補助金〈基盤研究
（B）〉研究成果報告書）２００４年、にもとづく――
川端亮は「一般には非定型データとは、質問紙調
査の選択肢による回答によって集められ、統計解
析ソフトで扱われるようなデータ以外のものすべ
てを指すと思われる。したがって、文章、音声、
画像などさまざまな非定型データがある」として
いる――ものであり、（２）と（３）の分類法
は、安田三郎『社会調査の計画と解析』（東京大
学出版会、１９７０年）、にもとづくものである。
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．諸方法の位置と性格
さて、以上においては、われわれの「国際文化
交流機関の評価手法開発研究」で利用したさまざ
まな方法を、主としてM. Duvergerの分類法に
もとづきながら紹介してきた。しかし、このよう
な諸方法については、それらのいわば在庫目録
（inventory）的な紹介といったことだけでは、大
した意味はない。それは、例えば絵画の創作活動
の場合の、遠近法などの個々の技法も、単にそれ
ぞれについての辞書的な意味での解説だけでは大
した意味がないのと同様である。それぞれの技法
は、それによってその作品がどれだけすばらしい
ものに仕上がったかという点からして、評価され
るべきものなのである。このような意味におい
て、以下においては、２００７年～２００８年に実施した
「国際交流基金の事業評価調査とその分析」にお
ける諸方法を、いわばそのような事業評価という
作品との関連において、より詳細に取りあげてい
くことにする。まず、「観察の方法」としての
「調査票（質問紙）調査：エクステンシヴな観察」
について述べていく。
A．観察の方法
１．質問紙調査
行政評価に「住民調査（citizen survey）」を活
用するという考え方は、行政評価の先進国といわ
れるアメリカにおいては、すでに広く定着してい
る。そして、「住民調査」は一般に「質問紙調査
（survey research）」という形で行われる。した
がって、ここで国際文化交流機関――具体的に
は、国際交流基金――の事業評価調査に「質問紙
法（questionnaire method）」を採用するというの
は、きわめて自然な行き方といえる。
さて、われわれが採用した「質問紙法による評
価調査」について紹介する場合の重要なポイント
は、それが国際文化交流機関の「評価手法」の開
発の試みの１つ、「評価研究」における未開拓の
領域に踏み込もうとしてなされた試みの１つ、と
して位置づけられるというところにある。そのた
め、われわれは、研究の出発点を、このような研
究領域における先行研究の渉猟とそれらの問題点
あるいは未開拓性の検討ということに置いた（こ
の点については、真鍋一史、岡本真佐子、一寸木
英多良、大宮朋子「国際文化交流機関の評価に関
する研究――韓国における国際交流基金（Japan
Foundation）の事業評価調査――」『関西学院大
学社会学部紀要』第１０２号、第１０３号、第１０５号、
２００７年、２００８年、真鍋一史、岡本真佐子、一寸木
英多良「ドイツにおける国際交流基金（Japan
Foundation）の事業評価調査の分析――『一般市
民』と『ケルン日本文化会館日本語講座受講者』
との比較にもとづく諸知見――」『関西学院大学
社会学部紀要』第１０６号、２００８年、真鍋一史、岡
本真佐子、一寸木英多良「国際文化交流機関の評
価に関する研究――ドイツにおける国際交流基金
（Japan Foundation）の事業評価調査――」『青山
総合文化政策学』創刊号、２００９年、を参照された
い）。
こうして、さまざまな問題点と未開拓の領域が
明らかとなってきたが、ここではとくに以下の点
について記しておきたい。それは、「評価」とい
う人間活動についての一般的な定義についてはす
でに紹介したが、これまでの「評価調査」におい
ては、それぞれの「評価」についての操作的な定
義（operational definition）が必ずしも明確でな
く、そのために、それぞれの場合の、①評価の主
体、②評価の対象、③評価の内容、の全体像が示
されず、調査設計がシステマティックになされて
いない、という問題点である。
さて、つぎに、以上のような問題点を解決する
ための方策としてわれわれが採用したアイディア
について述べていく。まず、第１は、「評価」と
いう人間活動を捉えていくための操作的な枠組み
（frame of reference）の設定である。真鍋は、か
つて、日本特有なものといわれる「政治意識」と
いう概念について再検討するために、この概念を
構成する――いうまでもなく、ここでは「政治意
識」という概念を「構成概念」として捉えている
――諸要素を、（１）だれの、（２）何に対する、
（３）何であるか、に分けて、議論を進めた（真
鍋一史「政治意識とコミュニケーション」『コ
ミュニケーション行動の理論』慶應通信株式会
社、１９７２年）。この枠組みは、「評価」という人間
活動についての質問紙調査の検討のためにも有用
【L：】Server／関西学院大学／社会学部紀要／社会学部紀要第１０８号／真鍋 一史 ４ 校
― ―７８ 社 会 学 部 紀 要 第１０８号
であろう。
まず、（１）だれの（評価の主体）、ということ
については、われわれは、国際交流基金の「顕在
的カスタマー」ともいうべきその事業・活動・
サービスへの参加者・利用者と、それらに対する
「潜在的カスタマー」ともいうべき「一般市民」、
を区別した。われわれはすでに、２００６年に韓国調
査、２００７年にドイツ調査を実施したが、それぞれ
の場合の国際交流基金の事業・活動・サービスに
対する「評価」という行為の「主体」、そして、
そのような行為を行なう人びとが評価調査の対象
者であるという点からするならば、調査「対象
者」は、表１のとおりである。
さて、ここで、「評価という行為の主体」、そし
て、「評価調査における調査対象者」として、ど
のような人びとを考えておくかということは、①
今後の研究の方向という研究方略の点からして
も、また②調査結果の一般化（generalization）と
いう理論構築の点からしても、さらに③国際交流
基金の今後の政策（policy）、施策（program）、
事業（project）の展開という実践活動の点からし
ても、きわめて重要な検討課題であるといわなけ
ればならない。
まず、①については、国際交流基金が実施して
きたさまざまな事業・活動・サービスへの参加者
・利用者を調査対象者に取りあげていくととも
に、一方の「国際交流基金」と他方の「カスタ
マー」とを つなぐ、いわば 両 者 の 媒 介 者
（mediator）ともいうべき人びと――さまざまな
イベントのプロデューサー・コーディネーター・
マネジャーの役割を果たす人びと――に調査対象
者として加わってもらうことも重要であろう。
前者については、「国際交流基金事業参加者お
よびサービス利用者」のすべてから、その評価を
聴取するというのは、大学評価において「学生に
よる事業評価」が必要不可欠の要件であるという
のと同じ意味合いをもつものといえるであろう。
「一般市民」を対象とする調査の場合には、その
ような調査をさらにマーケティング論的な方策へ
とつなげていくことも可能である。例えば、韓国
調査、ドイツ調査の場合には、調査後に、その調
査の実施主体である国際交流基金について若干の
説明を行なうとともに、そのパンフレットを配る
などして、調査がその副産物として「パブリック
・リレーション」の役割をも果たすような仕掛け
を施したのである。その仕掛けがどの程度の効果
をあげたかは明らかではないが、このような調査
の副次的な役割についての検討も、今後の重要な
課題となってくるであろう。
後者については、このような媒介者の人びと
が、一般調査の結果の分析に貴重な情報を提供す
る「インフォーマント」として重要であるばかり
でなく、③の国際交流基金の今後の実践活動の展
開という点からしても重要である、ということを
強調しておきたい。以上のような評価行為の主体
以外に、「エキスパート」や「アドミニストレー
ター」などもあげられるが、ここではあえて取り
あげることはしない。
つぎに、②については、韓国調査の場合も、ド
イツ調査の場合も、国際交流基金の事業・活動・
サービスについての直接の受益者ともいうべき
「カスタマー（顕在的カスタマー）」を対象とする
質問紙調査では、どうしても回答者数が小さな数
にとどまるという問題が残る。そして、こうした
特殊サンプルから得られたデータについては、は
たしてそこから一般化が可能であろうかという疑
問がでてくることになる。この点についての、わ
れわれの考え方は、林知己夫を中心とする「日本
人の対外国態度の研究」におけるつぎのような指
表１ 評価行為の主体（評価調査の対象者）
韓国調査（２００６年） ドイツ調査（２００７年）
潜在的カスタマー 「一般市民」 「一般市民」
顕在的カスタマー 「ソウル日本文化センター図書館利用者」
「ソウル日本文化センター日本語講座受講者」
「フェローシップなどの国際交流基金公募事
業関係者」
「ケルン日本文化会館日本語講座受講者」
「日本研究者」
「知的交流事業参加者」
「文化事業参加者」
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摘と軌を一にするものである。
「東京工業大学の学生１００人のデータを分析しな
がら、いつの間にか、大学生はこうだ、青年はこ
うだ、日本人はしかじかだということになってし
まう。（中略）他の大学は事情をことにし、そこ
でのデータはまるで違っているかもしれないし、
あるいは、ほとんど同じであるかもしれない。
（中略）近頃、ランダム・サンプリングでない特
殊なサンプルの調査が注目される気配もある。大
上段にふりかぶれば、本質について述べているこ
とは全体におよぼしてよい。（中略）本書で用い
られているデータには東工大生のものだけのもの
もあるが、このデータから日本の青年の、あるい
は、もっといえば日本人の意識の一断面を知るこ
とも可能であろう」（日本人研究会編『日本人研
究（No.５）――日本人の対外国態度――』至誠
堂、１９７７年、p.１９０）。
最後に、③については、国際文化交流という領
域においては、その「評価者」は特定の少数の
「カスタマー」にとどめておくべきものではなく、
むしろ可能な限り不特定の多数の「一般市民」に
まで広げていくことに意味があるのではなかろう
かという考え方がかかわってくる。この点につい
ては、E. Reischauerの「地球社会時代の教育」
という提案が示唆的である。それは、世界化の時
代にあって、国際的で究極的には全球的な世界共
同社会が実現するためには、特定の少数の専門家
・エキスパートの努力と役割だけでは不十分であ
り、世界中のあらゆる国民の大半が広い意味での
国際意識をもつようになることが重要であり、そ
のような国際意識の涵養のための初等・中等レベ
ルの国際教育の展開が不可欠であるというもので
ある（西山千訳『地球社会の教育』サイマル出版
会、１９７４年）。このような提案の線上で、国際交
流基金の活動は今後どのような方向をめざすべき
かについての再検討を行なうということには、き
わめて大きな意味があるといえよう。
つぎに、（２）何に対する（評価の対象）と、
（３）何であるか（評価の内容）、ということにつ
いては、真鍋の枠組みに、さらに社会測定
（social measurement）の研究領域における先駆
的な研究者である L. Guttmanの考案したファ
セット・アプローチの考え方を加味して、考察を
進めていきたい（ファセット・アプローチについ
ては、真鍋一史「ファセット：ファセット・デザ
イン、ファセット・アナリシス、ファセット・セ
オリー」『ファセット理論と解析事例』ナカニシ
ヤ出版、２００２年、pp.１―１２、真鍋一史『社会・世
論調査のデータ解析』慶應義塾大学出版会、１９９３
年、および K. Manabe, Facet Theory and Studies
of Japanese Society : From a Comparative
Perspective, Bier’sche Verlangsanstalt,２００１, など
を参照されたい）。
（３）まず、何であるか、についての検討から
始めたい。その場合の出発点は、「評価」と呼ば
れる人間活動についての定義である。われわれが
採用した定義についてはすでに紹介した。それ
は、評価とは人びとの「行為、行為の産出物、お
よび行為者に対する価値判断」であり、「日常生
活のあらゆる場面で見られる行為」というもので
あった（藤田英典、前掲書、p.１２２６）。では、こ
のような「評価」と呼ばれる人間活動は、どのよ
うにして「観察（observation）」されるであろう
か。すでに述べたように、社会科学の領域におい
ては、人間行動の観察のためのさまざま手法が開
発されてきた。いうまでもなく、ここで採用した
のは「質問紙法」である。ところで、これまでの
質問紙法を採用した「評価調査」においては、さ
まざまな機関の事業・活動・サービスに対する人
びとの「満足度」や「評価度」などの“意識”の側
面が中心となっており、それらに対する人びとの
「参加度」や「利用度」などの“行動”の側面に
は焦点が当てられていない。L. Guttmanの用語
でいえば、前者は attitude（ある対象に対するよ
い⇔わるい、好き⇔嫌い、賛成⇔反対などの“意
識”の方向の側面で、これら両極の中間に０ポイ
ントがあるmeasure）で、後者は involvement
（その対象に自分をどの程度かかわらせているか
という“行動”のレベルの側面で、一方の端に０
ポイントがあるmeasure）ということができる。
今回の「評価調査」では、この２つの次元を取り
あげる。Guttmanは、さまざまな質問紙調査の実
施をとおして、attitude、involvementのほかに、
質問紙法によって捉えられる人間行動の次元
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（軸）として、closure、norm、intelligenceなどの
抽出を行なっている。にもかかわらず、ここで
attitudeと involvementという２つの次元のみを
取りあげるのは、この２つの次元が、「理論」的
にも、「実践」的にも、「評価活動」（「評価調査」
という科学的な知的営為も含めて）においてきわ
めて重要な位置を占めるものと考えるからにほか
ならない。しかし、だからといて、ほかの次元に
意味がないというのではなく、それらの諸次元に
焦点を合わせた実証的研究が今後に残された重要
な課題であることはいうまでもない。
では、つぎに、（２）何に対する、ということ
に関しては、どのような事柄・項目を考えておく
べきであろうか。いうまでもなく、ここでの「評
価調査」では、国際交流基金の「評価」が問題と
なっている。しかし、一口に国際交流基金の「評
価」といっても、そこにはさまざまな側面
（facet）・要素（factor）・次元（dimension）が考
えられる。人びとの国際交流基金に対する評価
を、実証的に測定するという試みのためには、こ
れらの諸側面・要素・次元をどのように操作的に
捉えるか、換言すればどのように明細化
（specify）するかが問われることになる。このよ
うな問いに対しては、以下の２つの答え方があり
うるであろう。
（） 国際交流基金の存在・形態・活動などの
さまざまな事柄についての観察からその
ような操作化・明細化のアイディアを展
開していく。
（） さまざまな領域における評価に関する先
行研究によって提案されてきた評価対象
についての分類枠組みの援用を試みる。
国際交流基金の評価の対象として、このような
２つの行き方を組み合わせて、ここでは以下のよ
うな側面・要素・次元を提案しておきたい。
①国際交流基金という日本の国際文化交流のた
めの公的な機関が存在するということ自体を
どう評価するか。
②そのような公的な機関の法的な位置と性格
――現在は、「独立行政法人（外務省所管）」
という位置づけとなっている――をどう評価
するか。
③その規模・組織・人員などをどう評価する
か。
④そのコスト・パフォーマンスをどう評価する
か。
⑤その事業・活動・サービスの結果（あるいは
インパクト）をどう評価するか。
⑥その事業・活動・サービスのプロセス（ある
いは実施過程）をどう評価するか。
今回の韓国およびドイツにおける「評価調査」
においては、以上のうち、とくに⑤の側面・要素
・次元に焦点を合わせて、国際交流基金・ソウル
日本文化センターおよびケルン日本文化会館が実
施してきた具体的な事業・活動・サービスのリス
トを作成し、それらを「battery question」の形
式の質問文に構成していった。このような質問文
の作成の仕方は、いわば「帰納的な（inductive）
方法」というものである。これに対して、社会科
学の領域で蓄積されてきたさまざまな概念枠組み
の援用を試みる「演繹的な（deductive）方法」
がある。その１つが、さまざまな評価の対象を
「一般的な対象」と「特定の対象」という次元
（軸）に分類するというものである。じつは、こ
のような次元（軸）が提案される背景には、つぎ
のような現実社会の実相についての考え方があ
る。それは、世界化の時代と呼ばれる現代社会に
あっても、相変わらず「国家」というものが厳然
として存在し続けており、「国際文化交流機関」
といえどもその多くが相変わらずその出自、つま
り「国籍」ともいうべきものをもっているという
ことである。例えば、「ブリティッシュ・カウン
シル」はイギリス、「ゲーテ・インスティテュー
ト」がドイツ、「国際交流基金」は日本、といっ
た具合である。そして、さらに、例えば国際交流
基金の場合でいえば、その事業・活動・サービス
の目的は、「わが国に対する諸外国の理解を深
め、国際相互理解を増進する」（独立行政法人国
際交流基金法第３条）こととされている。こうし
て、「評価調査」における質問項目――つまり評
価対象項目――として、「日本という一般的な対
象に関する項目」と「国際交流基金のさまざまな
事業・活動・サービスという特定の対象に関する
項目」が選ばれることになったのである。
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さて、以上において、われわれの質問紙法にも
とづく「評価調査」の企画・設計の基本的なアイ
ディアについて述べてきた。このような基本的な
考え方を踏まえて、より具体的な「評価調査」の
青写真ともいうべき「仮説的図式（hypothetical
diagram）」が構成され、それにもとづいて調査
の質問諸項目が選ばれ、その質問文のワーディン
グ（wording）」と「レスポンス・スケール（response
scale）」が検討され、さらにそれらの翻訳作業
（日本語から韓国語、ドイツ語へ）が進められた
のである。これらの調査の準備作業のうち、ここ
ではとくに「仮説的図式の構成」と「データ解析
のデザイン」について述べておきたい。
ただ、それにさきだって、どうしても述べてお
かなければならないことがある。それは、今回の
ような「質問紙調査」をめぐる方法論的問題であ
る。その詳細については、真鍋一史「社会調査と
社会学理論――質問紙法による社会分析の革新を
めざして――」『先端社会研究』（第３号）、関西
学院大学出版会、２００５年、pp.２０９―２３５、を参照
されたいが、ここでは少なくとも、つぎの点を指
摘しておきたい。それは、これまで評価調査の結
果の報告においては、質問項目ごとの回答の分布
（frequency）、いいかえれば「単純集計表」に焦
点が合わされる傾向があったということである。
もちろん「単純集計表」は重要で、あらゆるデー
タ分析の出発点であることは間違いない。しか
し、人びとの「ものの見方・考え方・感じ方」な
ど、一般に「意識」と呼ばれる人間の現象を捉え
ようとする「質問紙調査」のデータ分析において
は、そのような「単純集計による回答の分布の記
述」を越えて、さらに「質問諸項目間の関係の分
析」に進むことが重要である。それによって、は
じめて人びとの意識の「ひだ」が解明されること
になるからである。このような人びとの意識の
「ひだ」の解明ということは、これまでの「評価
調査」において欠落していた視点の１つであり、
今後の重要な分析課題といわなければならない。
さて、「仮説的図式」についての考え方である
が、これは人びとの「意識（ここではオリエン
テーションという用語を用いる）」の「対象」
――つまり、それが「日本」であるか、それとも
「国際交流基金」であるか――と、「内容」――つ
まり、それが involvement（その対象に自分をど
の程度かかわらせているかという関与の側面で、
一方の端に０ポイントがあるmeasure）である
か、それとも attitude（その対象に対する好き⇔
嫌い、賛成⇔反対、よい⇔わるいなどの意識の方
向の側面で、これら両極の中間に０ポイントがあ
るmeasure）であるか――の２つの側面を組み合
わせて構成するというものである。
じつは、このような「仮説的図式」の構成は、
すでに述べたように、ファセット・アプローチの
考え方を踏まえたものである。
では、このようなファセット・アプローチを踏
まえた「仮説的図式」の基本的なアイディアがど
のようなものかというと、それはいわゆる「実験
計画法」の考え方と軌を一にするものである。具
体的にいうならば、それは質問紙調査のデータ分
析の焦点を「質問項目に対す回答の分布の記述」
から「質問諸項目間の関係の分析」へと移してい
く場合に、その関係の分析は、そこで分析される
２つ（あるいは３つ以上――この場合は、多変量
解析法が用いられることになるが、そこでも基本
的な考え方は同様である――）の質問項目の、①
「対象」が同じで「内容」が異なるケース――た
とえば、いずれもその対象が日本についての質問
で、しかしそれぞれ日本についての involvement
と attitudeの質問というようにその内容が異なる
ケース――か、あるいは②「内容」が同じで「対
象」が異なるケース――たとえば、いずれもその
内容が involvementの質問で、しかしそれぞれそ
の対象が日本と国際交流基金というように異なる
質問のケース――においてのみ意味がある（つま
り、「対象」も「内容」も同時に異なる、という
ようなケースにおいては意味がない）という考え
方である。
では、質問項目間の関係の分析を行なう場合、
なぜこのような考え方を取らなければならないの
であろうか。それは、いうまでもなく、「対象」
と「内容」の両方が異なるというケースにおいて
は、それら２つの質問項目間の関係を分析して
も、その分析の結果が「対象」と「内容」のいず
れの要因によってもたらされたものであるかを判
断することが不可能となってしまうからにほかな
らない。
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ここで、「仮説的図式」を簡便な形で示すなら
ば、それは表２のようになる。
さて、国際交流基金の事業・活動・サービスの
評価を調査するという場合、一般的にはⅣの領域
の質問項目のみが準備されることが多い。それ
が、直接的な評価項目であることは間違いない。
しかし、それらの項目のみで評価調査を進めるな
らば、そのような評価研究はきわめて視野の狭い
ものとなってしまう。そこで、今回の評価調査で
は、その企画の段階において、Ⅳの領域の質問諸
項目の分析を、さらに広く、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの諸領域
の質問諸項目との関連において進めていくという
アイディアを採用したのである。
以上が、今回の評価調査の質問紙作成のアイ
ディアである。つまり、ここでは、国際交流基金
のドイツにおける事業・活動・サービスの評価を
捉えようとする場合、Ⅳの領域の質問項目によっ
て、人びとの国際交流基金の事業・活動・サービ
スへの直接的な評価を測定するにとどまらず、国
際交流基金への「かかわり合い」をとおして、一
方でそれが契機となって日本への「かかわり合
い」の機会がもたらされるとともに、他方でそれ
によって日本への「ポジティヴな意識」が生まれ
てくる（単に「好感度」が高まるということだけ
でなく、対象の「他者性（Otherness）」をそれな
りに正当に評価しようとする志向性が育ってくる
というようなことを含めて広く捉えておきたい）
というストーリーを仮説的に考えているのであ
り、そのような仮説こそがいわば国際交流基金の
事業・活動・サービスの間接的な評価につながる
ものであるので、そのような仮説の検証（つま
り、質問項目間の関係の測定）を視野に入れた
データ解析を行なうのである。
最後に、今回の評価調査のデータ解析における
もう１つのアイディアについても、説明しておき
たい。それは、すでに述べたⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの諸
領域の質問項目について、それらをスケール
（scale）を構成するものとして用いるか、それと
もパターン（pattern）を構成するものとして扱
うか、ということである。スケールとパターンに
ついてはさまざまの定義があるが、「多次元のも
のをパターン、１次元のものをスケールと呼ぶ」
（飽戸弘『社会調査ハンドブック』日本経済新聞
社、１９８７年、p.９８）のが一般的な考え方といえ
る。
そこで、今回の質問項目を用いて、この２つの
行き方をより具体的に説明しておこう。例えば、
「一般市民を対象とする調査票」では、「あなたは
日本についての情報や知識をどこから入手してい
ますか」と尋ねて、新聞記事、テレビ番組、イン
ターネットなど１９の選択肢をあげている。スケー
ルの方法は、回答者ごとにそれら選択肢につけら
れた○の数を数えて、それを０～１９までのスケー
ル上に位置づけていくというやり方であり、それ
に対してパターンの方法は、これら選択肢を、た
とえば「印刷メディア」「電波メディア」「ニュー
メディア」「インターパーソナル・コミュニケー
ション」「文化機関」などにグループ化して、カ
テゴリィ変数として分析していくやり方である。
いうまでもなく、これら２つの方法にはそれぞれ
一長一短がある。これらは、データ解析の問題関
心に合わせて、「問題発見的」あるいは「探索的」
に使用されることが望まれるのである。
（以下、次号に続く）
表２ 評価調査の仮説的図式
オリエンテーションの対象
オリエンテーションの内容
日本
国際交流
基金
Involvement Ⅰ Ⅲ
Attitude Ⅱ Ⅳ
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Methodological Discussions in the Development Study
on the Evaluation Surveys of the Japan Foundation Performance
ABSTRACT
The Japan Foundation was established in 1972 as a specialized agency to promote
international cultural exchange, and became an independent administrative institution in
2003. From that time on, the systematic implementation of an evaluation process has
become mandatory. The development study on the evaluation survey methods is an
important/ integral part of this effort.
One more important meaning that can be attached to these evaluation surveys is that
they act as the proposals for new methodology used in this area of applied social research.
The purpose of this paper is to classify, explain and discuss the variety of methods
used for the evaluation surveys of the Japan Foundation performance in Korea (2006) and
Germany (2007).
The methods used in this study are classified by modes of observation as follows:
1. Indirect observation: Content analysis of the various materials (e.g. newspapers,
magazines, books and so on)
2. Direct observation:
(1) Intensive method: Interview
(2) Extensive method: Survey research
The methods of data analysis collected by means of observation are classified using
three different criteria as follows:
1. Classification by the “nature” of data
(1) Standardized data: Quantitative data (Survey data)
(2) Non-standardized data: Qualitative data
2. Classification by the “purpose” of research: In the case of survey data
(1) Descriptive analysis
(2) Conditional analysis
(3)Structural analysis
(4)Change analysis
3. Classification by the “technique” of data analysis: In the case of survey data
(1) One variable: Frequency Distribution (Simple-Tabulation)
(2) Two variables:
a) Cross-Tabulation
b) Median Regression Analysis
c) Correlation Coefficient
(3)More than two variables: Multivariate Analysis
In this paper I explain how I tried to use the above-mentioned methods for the
evaluation surveys and their data analysis, and discussed the advantages and disadvantages
of each of these methods.
Key Words : methodology, development study, evaluation survey, the Japan Foundation
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